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Abstract 

To examine the potential for improving dietary education through assimilating different fields, we arranged and 

classified the contents of 114 studies that had been contributed to the Journal of Japanese Society of Shokuiku until its 

most recent publication. Overall, 58.8% (67 articles) of the studies addressed cooking, nutrition, dietary habits, and 

meals, whereas 20.2% (23 articles) assimilated different fields. Of these, five articles reported on implementation done 

with definite objectives. One study reported results of questionnaires administered before and after an implementation 

that used a control group, but no studies were found that discussed the results combined with those from different fields. 

In contrast, we were able to find the possibility of implementing more effective dietary education by combining results 

obtained from different fields in existing research. 
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1．序論 

2005年に食育基本法が成立されて以降、様々な場

で多用な食育活動が実施されてきた。2007 年には、

日本食育学会が設立し、学術的な研究も推進されて

いる。 

 2009年度、上岡らは、新聞記事から食育関連情報

を 9分野に分け、分析している（上岡他、2009）。こ

の中で、「食育には、食生活や健康、栄養、医療、農

業、環境、教育など様々な事柄が関連するため、こ

れらに関連する様々な主体（あるいは行政）が食育 
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を推進している」としている。そして、当時は、複

数の実施主体が連携して食育を実践する機会は少な

く、実施内容も、実施主体に関連のある事柄が独立

して実施される場合が多かった。 

実際、筆者らが 2007年に実施した 137 事例の食

育活動（2004～2006 年）の内容調査では、食育は「生

活習慣病に関する知識と予防方法の習得」（全取組の

うち、2.0％）、「食に関する正しい知識と望ましい食

習慣の習得」（30.9％）、「地域の産物・文化の知識の

習得や体験活動」（60.4％）、「食品の品質、安全性に

関する知識と判断能力の習得」（6.7％）、「地域の産

物・文化の知識の習得や体験活動」（60.4％）の 4つ

の項目に分類され、それぞれの項目が組み合わされ

たような食育は見られなかった（中村他、2007）。 
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しかし現在は、平成 26 年版食育白書（内閣府、

2014）において、食育推進施策の課題として、多様

な主体が相互に連携した取り組みの推進があげられ

ている。地方自治体の食育推進計画においても、農

政部、教育委員会、保健福祉部等複数の部署が連携

した食育の推進を明記し、様々な関係者が連携して

食育を推進している地域も見られる。 

そのため、例えば、それまで個別に実施されてい

た健康と農業を組み合わせたような、異分野が融合

した食育も実践されている可能性がある。様々な分

野の食育を組み合わせ、融合することで、教育の受

け手にとってわかりやすく具体的で、生活に根差し

た内容となる可能性がある。 

 そこで、本研究では、現在まで発行されてきた日

本食育学会誌に投稿されたすべての先行研究の内容

を整理、分類し、分野が融合した取り組みの実施割

合や実施内容、成果について明らかにすることで、

より効果的な食育について検討することを目的とし

た。 

2．調査方法 

2.1食育分類項目の整理 

分類項目は上岡らの 9つの分野を参考に作成した。

本調査は実施目的と内容に焦点を当てるため、9 つ

の分野のうち、実施主体を表す「学校に関連するも

の」「家庭に関連するもの」「行政に関連するもの」

を削除した。また、「食生活・食習慣に関連するもの」

を、栄養に関連する「食生活」と文化的な要素の強

い「食習慣」とに分類し、「食生活」は「食事に関連

するもの」と「調理・栄養に関するもの」を統一し

「調理・栄養・食生活・食事」とした。食習慣は、

家庭関連のキーワードを含めて「食習慣・食文化」

とした。「体験・イベント」は、具体的にどんな体験・

イベントであるかを判断し、分類することとして、

各分野に振り分けた。 

その結果、4 項目、「調理・栄養・食生活・食事」

「農業」「健康・医療」「食習慣・食文化」に整理で

きた。さらに、以上の項目が組み合わさった、「融合」、

上記に該当しない「その他」の 2項目を加えた 6項

目を分類項目とする（表 1）。 

2.2調査対象 

2007 年 10 月の日本食育学会誌創刊号から、2014

年 12月までに投稿されてきた原著、調査報告、研究

ノート、資料、講演、総説、食育実践事例報告、全

114本を調査対象とした。 

2.3分析方法 

1）分類項目への振り分け 

 タイトルと抄録、序論、調査方法を精読し、最も

適合する項目に振り分けた。 

2）融合項目の内容と成果の検討 

 複数の項目が組み合わさった先行研究について整

理し、異分野の組み合わせや実施内容、評価方法、

成果などについて明らかにする。また、異分野を組

み合わせることにより、どのような利点があったの

か、またどのような成果が得られたのかについて検

討をおこなった。 

3．結果 

3.1食育学会投稿論文の概要 

 食育学会投稿論文の形式は、原著 56本（49.1％）、

調査報告 26 本（22.8％）、総説 11 本（9.6％）、研究

ノート（8.8％）、食育実践事例報告 9本（7.9％）、講

演 2本（1.8％）となっていた。 

 対象は、児童生徒が最も多く、31.6％で、次いで

大学生 17.5％、保護者 7.9％となっていた。 

表 1．分類項目 

項目 キーワード 

調理・栄養・食生活・食事 
給食・料理・調理・食材・加工・衛生・食生活・食事バランスガイド・食生活指針・朝食・

朝ごはん・外食・食べ残し・欠食・食行動 

農業 農業・地産池消・旬・地場・国産・自給率・体験 

健康・医療 健康・医療・生活習慣病・成長 

食習慣・食文化 
家庭・家族・感謝・コミュニケーション・しつけ・マナー・団らん・習慣・食習慣・食文化・郷

土 

融合 上記複数項目の組み合わせ 

その他 安全・行政・食育基本法・食育自体の総括的な研究等 
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3.2食育学会投稿論文の内容分類 

 先行研究の内容は、58.8％が「調理・栄養・食生

活・食事」に関するものであった。次いで、「融合」

が多く、20.2％、「その他」11.4％、「農業」4.4％、「健

康・医療」3.5％、「食習慣・食文化」1.8％となって

いた（表 2）。 

 年別に項目の増加・減少などの傾向や規則性を見

出すことはできなかった。 

 また、内容が「融合」であった先行研究は、2012

年が最も多く、年全体の 35％を占めていた。 

表 2．年別食育学会投稿論文の内容分類※1 

年 1 2 3 4 5 6

2007 N 0 1 1 1 1 0 4

% 0.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 0.0% 100.0%

2008 N 5 0 0 0 4 0 9

% 55.6% 0.0% 0.0% 0.0% 44.4% 0.0% 100.0%

2009 N 10 1 0 0 4 1 16

% 62.5% 6.3% 0.0% 0.0% 25.0% 6.3% 100.0%

2010 N 7 1 0 0 2 1 11

% 63.6% 9.1% 0.0% 0.0% 18.2% 9.1% 100.0%

2011 N 8 1 0 0 3 1 13

% 61.5% 7.7% 0.0% 0.0% 23.1% 7.7% 100.0%

2012 N 12 0 0 0 6 2 20

% 60.0% 0.0% 0.0% 0.0% 30.0% 10.0% 100.0%

2013 N 17 0 2 0 0 4 23

% 73.9% 0.0% 8.7% 0.0% 0.0% 17.4% 100.0%

2014 N 9 1 1 1 2 4 18

% 50.0% 5.6% 5.6% 5.6% 11.1% 22.2% 100.0%

合計 N 68 5 4 2 22 13 114

% 59.6% 4.4% 3.5% 1.8% 19.3% 11.4% 100.0%

分類
合計

※11：調理・栄養・食生活・食事、2：農業、3：健康・医療、

4：食習慣・食文化、5：融合、6：その他 

3.3融合項目の内容と成果 

 融合項目の内容を精読し、食育が実践報告でない

もの、目的の記載がないものなど本研究の意図と合

致しないものを省いた結果、23 件中 18 件が排除さ

れ、5件が該当した（表 3）。 

 最も多くみられた項目の組み合わせは、「調理・栄

養・食生活・食事」と「食習慣・食文化」、「調理・

栄養・食生活・食事」と「健康・医療」の組み合わ

せで、5件中 2件みられた（表 4）。次いで、「調理・

栄養・食生活・食事」と「その他（環境教育）」（1

件）、「調理・栄養・食生活・食事」と「農業」「その

他（ヘルスツーリズム）」（1件）となっていた。 

実施対象は、小中学生が最も多く、実施主体は、

大学と小学校・幼稚園等が多くみられた。 

 曽我ら（2009）は、小学 3、4年生 40名を対象に、

栄養教育と環境教育を組み合わせ、「栄養バランスの

取れた食事」に加え、「食料自給率」や「野菜の花や

旬の時期について」といった内容の教育をおこなっ

ている。しかし、栄養教育と環境教育を組み合わせ

ることによる利点や具体的な成果は述べられていな

かった。 

 三田村ら（2010）は、ヘルスツーリズムに参加し

た子どもと保護者 102名を対象に、食の講義と農作

物の収穫体験、野菜の調理を組み合わせた取り組み

を実施している。ヘルスツーリズムと食育を組み合

わせたことに関して、「参加者の興味をそそりながら

行動変容への動機づけを図り、調理実習を通したス

キルの体得、さらにツアー中に提供する食事内容を

整備することで食環境への働きかけもできる」と述

べ、高い効果が期待できるとしている。実践の結果、

「野菜嫌いの子どもの 9割以上が嫌いな野菜を残さ

ず食べることができた」と報告しているが、ヘルス

ツーリズムと組み合わせた結果であるかどうかは検

討がなされていなかった。 

 菅原ら（2012）は、4、5 歳児を持つ母親 24 名を

対象に、子どもの健康な発達を食生活から支えるこ

とを目的に、6 回の食育教室を実施している。食育

と子どもの健康づくりとの組み合わせについて、「健

康な心と体を育てるためには食育を通じた望ましい

食習慣の形成が大切である」と述べている。実践の

結果、対象群を設定した実施前後の質問紙調査の結

果、母親の関心が高まり、母親と子どもの食行動に

おいても改善が認められた。健康な心と体への影響

については述べられていなかった。 

堀田（2012）は、5、6歳の園児の母親 410名を対

象に、小児生活習慣病の予防を目的として、手作り

間食の促進・栄養成分表示の内容の食育通信を毎月

発行している。その結果、園児と一緒に間食を作る

母親が増加したと報告している。食育と小児生活習

慣病予防とを組み合わせたことについては、「母親へ

の健康教育は幼児の食生活改善につながり、生活習

慣病予防になると考える」と述べられていたものの、

生活習慣病予防への成果への言及は見られなかった。 

 磯部ら（2014）は、中学 3年生 158人を対象に、

保育と食に関する学びを同時に得ることを目標とし

た家庭科の授業を実践している。この保育と食育の

組み合わせについて、「題材に「幼児の食生活」とい

うテーマを取り上げ、幼児期の「食」について学習
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することで自らの食生活についても顧みることがで

きるような授業を計画した」と述べられている。実

践の結果、中学生の「調理技術の自信度」に改善が

みられたと報告されている。しかし、その成果が保

育をとりいれたことによる成果なのかどうかについ

ては言及されていなかった。 

表 3．異分野融合の食育実践 

文献 対象 目的 成果 融合

曽我他
（2009）

小学3，4
年生40名

地域の生産者
に感謝する気
持ちを育てるこ
と

自由記述の感
想

記述無

三田村
他
（2010）

子どもと
保護者計
102名

野菜嫌いをなく
し、最終的には
野菜の摂取量
を増やすこと

実施後のアン
ケート調査

記述有

菅原他
（2012）

4、5歳児
を持つ母
親24名

子どもの健康な
発達を食生活
から支える

対象群を設定
した実施前後
のアンケート
調査

記述有

堀田
（2012）

5，6歳の
園児の母
親410名

母親の生活
QOLの向上

配布前後に実
施したアン
ケート調査

記述有

磯部他
（2014）

中学3年
生158人

保育に関する
学びのみならず
食に関する学び
も同時に得るこ
と

実施前後のア
ンケート調査
の結果

記述有

表 4．融合項目の内容分類 

調理・栄
養・食生
活・食事

農業
健康・医
療

食習慣・
食文化

その他

曽我他
（2009）

○
環境教
育

三田村他
（2010）

○ ○
ヘルス
ツーリズ
ム

菅原他
（2012）

○ ○

堀田
（2012）

○ ○

磯部他
（2014）

○ ○

4．考察 

本研究において、異分野が組み合わされた取り組

みは 2割近くみられたものの、異分野の融合を意識

して実施されていた先行研究は、5 件しか見られな

かった。さらに、成果を、対象群を設定した実施前

後の質問紙調査等、学術的に記録している調査は 1

件のみであった。また、異分野を融合した成果につ

いて言及している先行研究はみられなかった。 

国においても、異分野が融合した食育の取り組み

は報告例は少ない。平成 26年食育白書では、生産者

（農林漁業関係者）、栄養関係者、教育関係者、保育

関係者、環境の関係団体、自治会など多数の地域の

関係者と連携した活動が報告されている（内閣府、

2014）。しかし、その内容は、「農産物を栽培・収穫

し、調理してみんなで一緒に食べ、さらに、地域で

育まれてきた知恵を伝え合い、また次世代に伝える」

ものとなっており、異分野を融合してより効果的な

取り組みをおこなうという視点は記載されていない。

そのため、関係者間の連携は進んでいるものの、内

容に関しては、食農教育、文化の伝達の域を超えて

いない。 

このように、食育基本法が成立して 10年たった現

在も、食育の異分野融合は充分に進んでいるとはい

えず、一つの事業の中で組み合わされることがあっ

ても、積極的に推進・普及されてはいないと推察さ

れる。 

しかし、本調査において、ヘルスツーリズムや環

境教育、農業体験と食生活改善等を組み合わせるこ

とにより、対象の興味を高め、行動変容につなげる

等のメリットが言及されていたことから、異分野を

組み合わせることで、より効果的な食育を実践でき

る可能性は高いと考えられる。 

5．結論 

異分野融合による効果的な食育について検討する

ため、現在まで発行されてきた日本食育学会誌 114

本に投稿された研究の内容を整理、分類した。その

結果、先行研究の内容は、58.8％が「調理・栄養・

食生活・食事」に関するもので、異分野が融合した

ものは、20.2％（23件）であった。そのうち、目的

が明確になっている実践報告は 5件であった。また、

成果を、比較対象群を設定した実施前後の質問紙調

査で記録している調査は 1件であった。さらに、異

分野を融合した成果について言及している先行研究

はみられなかった。しかし、先行研究から、異分野

を組み合わせることでより効果的な食育を実施でき

る可能性を見出すことができた。 

今後は、異分野融合による食育を推進し、その成

果について報告していきたい。 
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おこなった。 
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